
雇用調整助成金（国支給）が活用できます

対象となる要件（一部抜粋）

支給額

・ 出向元事業所・出向先事業所が雇用保険の適用事業所である

・ 出向期間が３ヶ月以上１年以内であって、出向元事業所に復帰する

・ 出向元と出向先事業所が資本的、経済的・組織的に独立性がある

・ 出向元事業所が出向者の賃金の一部（全部を除く）を負担している

・ 出向者に出向前に支払っていた賃金と概ね同じ額の賃金を支払う

・ 出向開始日の２週間前をめどに、管轄の労働局へ計画書を提出

※詳細は、管轄の労働局へご確認ください

中小企業 中小企業以外

出向元負担額× 出向元負担額×

（例）出向前賃金月額20万円の者を出向させ、出向先から14万円出向料を得た場合（中小企業）

出向先→出向元
１４万円

（時給1000円×７時間×20日間）

雇用調整
助成金
４万円（Ｂ）

２万
円
（Ｃ）

出向元→出向者 ２０万円

出向元負担（Ａ） ６万円

出向元
実質負担額

Ａ：出向前の通常賃金の１／２上限
Ｂ：Ａ×２／３（中小企業の場合の助成率）
雇用保険基本手当日額の最高額の330／365×日数上限

Ｃ：Ａ－Ｂ

出向により期待される効果

出向者は、

概ね同額の賃金を確保

出向元は、雇用維持・

実質負担額を低減

仕入れルートの開拓など

生産現場を知ることによる意識向上

出向先は

生産維持が可能に

雇用維持による信頼向上
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